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【介護老人福祉施設（地域密着型を含む）、短期入所生活介護】 

 

○ 日常生活継続支援加算 

（問７３）入所者に対する介護福祉士の配置割合を算出する際の入所者数や、要介

護度や日常生活自立度の割合を算出する際の入所者には、併設のショートス

テイの利用者を含め計算すべきか。空床利用型のショートステイではどうか。

（答） 

当該加算は介護老人福祉施設独自の加算であるため、併設・空床利用型の別を問

わず、ショートステイの利用者は含まず、本体施設である介護老人福祉施設の入所

者のみに着目して算出すべきである。 

 

（問７４）介護福祉士の配置割合を算定する際に、ショートステイを兼務している

介護福祉士はどのような取扱いとするか。 

（答） 

併設型のショートステイと兼務している職員については、勤務実態、利用者数、

ベッド数等に基づき按分するなどの方法により、当該職員の常勤換算数を本体施設

とショートステイそれぞれに割り振った上で（例：前年度の入所者数平均が 40 人

の本体施設と 10 人のショートステイの間で均等に兼務している場合は常勤換算で

それぞれ 0.8 人と 0.2 人とするなど）、本体施設での勤務に係る部分のみを加算算

定のための計算の対象とする。その際、実態として本体施設と併設のショートステ

イにおける勤務時間が 1：1 程度の割合で兼務している介護福祉士を本体施設のみ

においてカウントするなど、勤務実態と著しく乖離した処理を行うことは認められ

ない。 

空床利用型のショートステイについては、ショートステイに係る業務を本体施設

における業務と分離して考えることは困難であるため、特に按分を行わず、本体施

設に勤務する職員として数えて差し支えない。 

 

（問７５）本体施設である介護老人福祉施設において日常生活継続支援加算を算定

している場合、併設するショートステイにおいてサービス提供体制強化加算

の算定は可能か。空床利用型ショートステイではどうか。 

（答） 

可能である。具体的には、併設型ショートステイについては、本体施設と兼務す

る職員について、勤務実態、利用者数、ベッド数等に基づき按分するなどの方法に

より当該職員の常勤換算数を本体施設とショートステイそれぞれに割り振った上

で、ショートステイに係る職員についてサービス提供体制強化加算の算定基準を満

たす場合、空床利用型ショートステイについては、本体施設がサービス提供体制加

算の算定要件を満たす場合に、それぞれ同加算を算定することができる。 



 - 32 -

なお、このような処理をすることにより、空床利用型のショートステイと併設型

のショートステイで加算算定の有無や算定する加算の種類が異なる場合も生じう

ることになる。 

さらに、本体施設と異なる加算を算定する場合は、空床利用型ショートステイで

あっても、本体施設とは別途、体制の届出が必要となるので留意されたい。 

 

（問７６）介護福祉士の配置割合の要件については、入所者は前年度の平均、介護

福祉士の人数は直近３月間における平均を用いるとのことであるが、計算方

法を具体例でお示しいただきたい。 

（答） 

平成 21 年 4 月から加算を算定しようとする場合の算定方法は以下のとおり。 

・ 原則として前月である平成 21 年 3 月中に届出を行うこととなるため、「届出

日が属する月の前 3 月」は、平成 20 年 12 月、平成 21 年 1 月、同年 2 月の 3

月となる。 

・ この 3月における介護福祉士の常勤換算人数の平均を、当該年度（届出日の

属する年度＝平成 20 年度）の前年度である平成 19 年度の入所者数の平均で除

した値が 1／6以上であれば加算を算定可能。 

 

 

 

 

 

 

 

なお、平成 21 年 4 月に届出を行う場合は、届出日の属する年度の前年度は平成

20 年度となるため、以下の算式となる。 

 

 

 

 

 

○ サービス提供体制強化加算 

（問７７）介護老人福祉施設と併設のショートステイを一体的に運営している場合、

加算の算定基準となる職員の割合は一体的に算出すべきか、別個に算出すべ

きか。両方を兼務している職員をどちらか一方に寄せてカウントすることは

H20.12～H21.2 介護福祉士数平均（※） 

H19 年度入所者数平均 
≧ 

1 

6 

（※）H20.12～H21.2 の 介護福祉士数平均 
    H20.12 介護福祉士常勤換算数 ＋ H21.1 介護福祉士常勤換算数＋ H21.2 介護福祉士常勤換算数 
                    ３ 

＝ 

H21.1～H21.3 介護福祉士数平均  

H20 年度入所者数平均 
≧ 

1 

6 
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可能か。 

（答） 

本体施設と併設のショートステイを兼務している職員については、勤務実態、利

用者数、ベッド数等に基づき按分するなどの方法により当該職員の常勤換算数を本

体施設とショートステイに割り振った上で、本体施設とショートステイそれぞれに

ついて割合を算出し、加算の算定の可否を判断することが望ましい。ただし、大多

数の職員が特養と併設ショートステイを均等に兼務しているような場合は、本体施

設とショートステイで一体的に算出した職員の割合を、本体施設とショートステイ

の両方について用いても差し支えない。 

また、実態として本体施設のみに勤務している職員を本体施設のみでカウントす

ることは差し支えないが、実態として本体施設とショートステイを兼務している職

員を本体施設かショートステイいずれか一方のみにおいてカウントするなど、勤務

実態と乖離した処理を行うことは認められない。 

 

○ 看護体制加算 

（問７８）本体施設である介護老人福祉施設と併設のショートステイについて、一

体的に加算を算定できるのか。 

（答） 

本体施設と併設のショートステイそれぞれについて別個に加算算定の可否を判

断する。すなわち、看護体制加算（Ⅰ）では本体施設と併設のショートステイでそ

れぞれ常勤の看護師を 1人ずつ配置している場合、看護体制加算（Ⅱ）では本体施

設と併設のショートステイでそれぞれ常勤換算で 25：1 以上、かつ本体施設では最

低基準に加え 1以上の看護職員を配置している場合に、算定可能となる。 

その際、看護体制加算（Ⅱ）については、本体施設と併設のショートステイを兼

務している看護職員は、勤務実態、利用者数、ベッド数等に基づき按分するなどの

方法により当該職員の常勤換算数を本体施設とショートステイに割り振った上で、

本体施設とショートステイそれぞれについて加算の算定の可否を判断することと

なる。 

なお、空床利用型ショートステイについては、加算（Ⅰ）、（Ⅱ）とも、本体施設

において加算の算定基準を満たしていれば空床利用型ショートステイの利用者に

ついても加算を算定することができる。 

 

（問７９）本体施設と併設のショートステイの両方で看護体制加算（Ⅰ）を算定す

る場合、ショートステイの看護師は本体施設の業務に従事してはいけないの

か。 

（答） 

本体施設と併設のショートステイの両方で看護体制加算（Ⅰ）を算定する場合、
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本体施設とショートステイそれぞれを担当する常勤の看護師が定められているこ

とが必要であるが、ショートステイを担当する常勤看護師が、ショートステイにお

ける業務に支障のない範囲で本体施設における業務に従事することを妨げるもの

ではない。本体施設を担当する常勤看護師がショートステイの業務に従事する場合

も同じ。 

 

（問８０）本体施設と併設のショートステイを通じて常勤看護師が 1 人しかいない

が、その 1 人が特養とショートステイの両方を均等に兼務している場合、本

体施設と併設のショートステイのどちらで看護体制加算（Ⅰ）を算定するか

は事業者の選択によるものと解してよいか。 

（答） 

本体施設と併設のショートステイのどちらで看護体制加算（Ⅰ）を算定するかは

事業者の選択として構わないが、算定することとした方の事業所を主として勤務を

行うべきである。 

 

（問８１）本体施設 50 床＋併設ショートステイ 10 床の施設が看護体制加算を算定

しようとする場合、本体施設である介護老人福祉施設については 31 人～50

人規模の単位数を算定できるのか。 

（答） 

定員規模に係る要件は介護老人福祉施設のみの定員に着目して判断するため、お

見込みどおり。なお、この取扱いは夜勤職員配置加算についても同様である。 

 

（問８２）利用者数 20 人～25 人のショートステイでは、常勤の看護職員を 1 人配

置すれば看護体制加算（Ⅱ）を算定できると考えてよいか。 

（答） 

ショートステイとして常勤換算で1人以上配置すればよいので、お見込みどおり。 

 

（問８３）機能訓練指導員が看護師である場合、看護体制加算（Ⅱ）の看護職員配

置に含められるか。看護体制加算（Ⅰ）についてはどうか。 

（答） 

看護体制加算（Ⅱ）については、当該機能訓練指導員が看護職員としての業務に

従事している実態があれば、当該業務に係る勤務時間を常勤換算の看護職員数の中

に含めることは可能である。 

看護体制加算（Ⅰ）については、看護職員としての業務以外の業務に従事する看

護師によって同加算を算定することは望ましくない。 

 

○ 夜勤職員配置加算 
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（問８４）ショートステイが併設の場合、本体特養と併設のショートステイで合わ

せて夜勤職員を 1人以上加配していれば算定可能か。 

（答） 

そのとおりである。ただし、本体施設と併設のショートステイのうち一方がユニ

ット型で他方が従来型であるような場合については、それぞれにおいて 1人以上ず

つ夜勤職員を加配していることが必要である。 

 

（問８５）一部ユニット型施設では、ユニット部分と従来型部分それぞれで最低基

準＋１人以上の夜勤職員の配置が必要ということか。 

（答） 

そのとおりである。 

 

（問８６）ユニット型施設で夜勤職員配置加算を算定する場合、例えば 6 ユニット

の施設では、2ユニットにつき 2人＝6人の夜勤職員が必要ということではな

く、2ユニットにつき 1人＋1人＝4人以上の夜勤職員配置があれば加算を算

定可能という理解でよいか。 

（答） 

そのとおりである。 

 

（問８７）一部ユニット型施設について、施設全体ではなく、ユニット部分と従来

型部分それぞれで最低基準＋1人以上の配置が必要としているのはなぜか。

（答） 

一部ユニット型施設においては、例えばユニット部分で 1人の夜勤職員を加配し

た場合、その職員が従来型部分においても勤務することは通常は困難と考えられる

ことから、ユニット部分と従来型部分それぞれで加配を要することとしたもの。 

なお、これに伴い、定員規模に関する要件についても、ユニット部分と従来型部

分それぞれの定員規模に着目して適用することとしており、例えばユニット部分の

定員が 50 人以下であれば、当該部分については定員 31 人～50 人規模の施設と同じ

単位数が適用となる（ただし、施設全体の定員数が 30 人である場合については、

定員 30 人又は 51 人以上の施設と同じ単位数が適用される）。 

 

（問８８）一部ユニット型施設のユニット部分又は従来型部分の定員が 30 人であっ

た場合は、当該部分には「定員 31 人～50 人」の単位数と「定員 30 人又は 51

人以上」の単位数のいずれが適用されるのか。 

（答） 

定員 31 人～50 人規模の施設と同じ単位数が適用される。また、ユニット部分又

は従来型部分の定員が 29 人以下である場合についても同様である（ただし、施設
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全体の定員数が 30 人である場合については、定員 30 人又は 51 人以上の施設と同

じ単位数が適用される）。 

 

（問８９）夜勤基準を 1人以上上回らなければならないとは、基準を満たした上で、

加配分の 1 人は同じ人間が夜勤の時間帯を通じて勤務しなければならないと

いうことか。 

（答） 

夜勤職員配置加算の基準については、夜勤時間帯（午後 10 時から翌日の午前 5

時までを含む連続した 16 時間）における 1 月の看護・介護職員の延夜勤時間数を

その月の日数×16 時間で割った人数（1日平均夜勤職員数）を元に判断する。この

ため、何人かが交代で勤務していても、延夜勤時間数が必要な時間数を満たしてい

れば算定が可能である。 

 

（問９０）1 日平均夜勤職員数を算出するための延夜勤時間数には、早出・遅出や

日勤帯勤務の職員の勤務時間も含められるのか。 

（答） 

本加算は、深夜の時間帯のみならず、特に介護量が増加する朝食、夕食及びその

前後の時間帯を含む夜勤時間帯全体における手厚い職員配置を評価するものであ

り、その施設が設定した夜勤時間帯において勤務した時間であれば、早出・遅出及

び日勤帯勤務の職員の勤務時間も延夜勤時間数に含めることは可能である。ただし、

加算を算定可能とすることを目的として、例えば「22 時から翌日 14 時まで」のよ

うな極端な夜勤時間帯の設定を行うべきではなく、夜勤時間帯の設定は、例えば「17

時から翌朝 9時まで」のような朝食介助・夕食介助の両方を含む設定を基本としつ

つ、勤務実態等から見て合理的と考えられる設定とすべきである。 

ただし、夜勤職員配置の最低基準が 1 人以上とされている入所者が 25 人以下の

施設については、いわゆる「1 人夜勤」の負担を緩和する観点から、深夜の時間帯

において職員を加配する（夜勤職員を 2人以上とする）ことにより加算の算定要件

を満たすことが望ましい。 

 

（問９１）延夜勤時間数には純粋な実働時間しか算入できないのか。休憩時間はど

のように取り扱えばいいのか。 

（答） 

通常の休憩時間は、勤務時間に含まれるものとして延夜勤時間数に含めて差し支

えない。ただし、大半の時間において仮眠をとっているなど、実態として宿直に近

い状態にあるような場合についてまで含めることは認められない。 

 

（問９２）介護予防短期入所生活介護についてのみ夜勤職員の配置に対する加算を
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設けていないのはなぜか。 

（答） 

夜勤職員の手厚い配置に対する評価は夜勤の負担の過重さに配慮したものであ

るのに対し、介護予防短期入所生活介護では、利用者に医療ニーズ、認知症による

問題行動等がある場合を想定しにくく、相対的に夜勤の負担が過重と認められない

ため、加算において評価はしないこととした。 

 




